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●採用応募者に対し、オンライン面接を自宅以外で受けることを禁止できるか
●事業所内での窃盗事案に関し、社員の所持品検査をすることは問題か
●アルコールハラスメントを防ぐために、どのような対策を講じればよいか
●「ビジネスと人権」について、人事部門が知っておくべきこと、留意すべき点は何か
●最低賃金法上では最低賃金額を上回るものの、割増賃金計算では当該額を下回る場合は問題か
●業績悪化を理由に退職勧奨を行う際、産休・育休中の社員を対象に含めてもよいか
●コロナ禍に行ってきたオンラインでの団体交渉につき、今後は対面のみとすることは問題か
●業務委託・請負契約の報酬料金は給与所得と事業所得のどちらになるか
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フリーランス新法の成立を機に考える
業務委託をめぐる法的留意点
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